
小中一貫教育の導入状況調査について

２．調査時点

平成２９年３月１日

３．調査の対象

全都道府県、全市区町村（一部事務組合を含む） 、附属学校を設置する全国立大学法人、

小学校又は中学校を設置する全学校法人

本調査における小中連携教育・小中一貫教育の定義

小中連携教育：小・中学校段階の教員が互いに情報交換や交流を行うことを通じて、小学校教育から中学校教育への

円滑な接続を目指す様々な教育

小中一貫教育：小中連携教育のうち、小・中学校段階の教員が目指す子供像を共有し、９年間を通じた教育課程を編

成し、系統的な教育を目指す教育
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１．調査の目的

小中一貫教育の制度化に係る改正学校教育法及び関係政省令・告示が平成２８年４月に施行された
ことから、「義務教育学校」及び「小中一貫型小学校・中学校」（「併設型小学校・中学校」及び「連携型小
学校・中学校」）の導入状況及び導入予定等を把握する。

※ それぞれの制度については、２ページの（参考）を参照。



（参考）小中一貫教育に関する制度の類型

義務教育学校

小中一貫型小学校・中学校

中学校併設型小学校
小学校併設型中学校

中学校連携型小学校
小学校連携型中学校

設置者 ― 同一の設置者 異なる設置者

修業年限
９年

（前期課程６年＋後期課程３年） 小学校６年、中学校３年

組織・運営

一人の校長、一つの教職員組織 それぞれの学校に校長、教職員組織

小学校と中学校における教育を一貫して施す
ためにふさわしい運営の仕組みを整えることが
要件
例)  ① 関係校を一体的にマネジメントする組織を設け、

学校間の総合調整を担う校長を定め、 必要な権限
を教育委員会から委任する

② 学校運営協議会を関係校に合同で設置し、 一体
的な教育課程の編成に関する基本的な方針を承認
する手続を明確にする

③ 一体的なマネジメントを可能とする観点から、小学
校と中学校の管理職を含め全教職員を併任させる

中学校併設型小学校と小学校併設型中
学校を参考に、適切な運営体制を整備す
ること

免許

原則小学校・中学校の両免許状を
併有

※ 当分の間は小学校免許状で前期課程、
中学校免許状で後期課程の指導が可能

所属する学校の免許状を保有していること

教育課程
・９年間の教育目標の設定
・９年間の系統性・体系性に配慮がなされている教育課程の編成

教
育
課
程
の

特
例

一貫教育に
必要な独自
教科の設定

○ ○ ○

指導内容の
入替え・移行 ○ ○ ×

施設形態 施設一体型 ・ 施設隣接型 ・ 施設分離型

設置基準
前期課程は小学校設置基準、

後期課程は中学校設置基準を準用
小学校には小学校設置基準、中学校には中学校設置基準を適用

標準規模 18学級以上27学級以下 小学校、中学校それぞれ12学級以上18学級以下

通学距離 おおむね６km以内 小学校はおおむね４km以内、中学校はおおむね６km以内

設置手続き 市町村の条例 市町村教育委員会の規則等 2
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■ Ⅰ 平成29年度における義務教育学校、小中一貫型小学校・中学校の設置状況（予定を含む）
・平成29年度における義務教育学校、小中一貫型小学校・中学校の設置数（予定を含む）【5】
・平成29年度新たに設置予定の義務教育学校 【6】
・平成29年度新たに設置予定の小中一貫型小学校・中学校（併設型） 【7】

■ Ⅴ 都道府県調査
・都道府県による小中一貫教育の推進状況 【27】
・小・中学校教員免許状の併有促進のための工夫【28】
・小中一貫教育を推進するための人事上の工夫【29】

■ Ⅱ 小中一貫教育の推進状況・推進方針
・市区町村における小中一貫教育、小中連携教育の実施状況【9】
・小中一貫教育を行っている市区町村における実施状況及び展開の予定【10】
・小中一貫教育を行っていない市区町村における検討状況【11】
・小中一貫教育実施予定の市区町村における導入の形態【12】

目 次

■ Ⅲ 義務教育学校の設置予定
・義務教育学校の年度別設置状況【14】
・義務教育学校における教育課程特例の導入状況【15】
・義務教育学校の学年段階の区切り【16】
・義務教育学校の施設形態【17】

■ Ⅳ 小中一貫型小学校・中学校（併設型・連携型）の設置予定
・併設型小学校・中学校の年度別設置状況【19】
・併設型小学校・中学校における教育課程特例の導入状況【20】
・併設型小学校・中学校の学年段階の区切り【21】
・併設型小学校・中学校の教職員の兼務発令【22】
・併設型小学校・中学校の運営の仕組み【23】
・併設型小学校・中学校の施設形態【24】
・連携型小学校・中学校の年度別設置状況【25】

■ Ⅵ 小中一貫教育の成果と課題 ～平成26年度調査との比較～
・小中一貫教育のこれまでの取組の総合的な評価（成果）【31】
・小中一貫教育の成果【32】～【35】
・小中一貫教育のこれまでの取組の総合的な評価（課題）【36】
・小中一貫教育の課題【37】【38】



Ⅰ 平成２９年度における義務教育学校、
小中一貫型小学校・中学校の設置状況（予定を含む）
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平成29年度における義務教育学校、小中一貫型小学校・中学校の設置数（予定を含む）
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設置者数 設置数 施設形態

・義務教育学校

４８校

２国立大学
（０国立大学）

２校
（０校）

施設一体型１校
施設隣接型１校

２３都道府県３５市区町村
（１３都道府県１５市区町）

４６校
（２２校）

施設一体型４０校
施設隣接型 ５校
施設分離型 １校

・小中一貫型小学校・中学校

併設型

２５３件

１国立大学
（１国立大学）

１件
（１件）

施設隣接型１件

３７都道府県８４市区町村
（２７都府県５５市区町村）

２４６件
（１６０件）

施設一体型６３件
施設隣接型２８件
施設分離型１５５件

６学校法人
（４学校法人）

６件
（４件）

施設一体型３件
施設隣接型３件

連携型 ０ ０件

※（ ）内は平成28年度の設置数



平成29年度新たに設置予定の義務教育学校

都道府県 学校名
小中一貫取組
開始年度 施設 区切り 教育課程特例の実施予定

北海道 占冠村立トマム学校 平成29 一体型 ６－３ 予定なし

茨城県 笠間市立みなみ学園義務教育学校 平成29 分離型 ５－４ 検討中

栃木県 小山市立絹義務教育学校 平成22 一体型 ４－３－２ 予定なし

栃木県 那須塩原市立塩原小中学校 平成26 一体型 ４－３－２ 予定なし

千葉県 成田市立下総みどり学園 平成26 一体型 ４－３－２ 予定なし

神奈川県 横浜市立西金沢義務教育学校 平成22 一体型 ６－３
各教科等の内容のうち相互に関連するものの入替え、
中学校指導内容の小学校段階への前倒し移行

福井県 福井大学教育学部附属義務教育学校 平成29 一体型 ６－３ 各教科等の内容のうち相互に関連するものの入替え

長野県 大町市立美麻小中学校 平成28 一体型 ４－３－２ 予定なし

岐阜県 羽島市立桑原学園 平成20 一体型 ６－３ 予定なし

岐阜県 白川村立白川郷学園 平成23 一体型 ４－３－２
小中一貫教科等の設定

中学校指導内容の小学校段階への前倒し移行

三重県 津市立みさとの丘学園 平成26 一体型 その他 小中一貫教科等の設定

京都府 亀岡市立亀岡川東学園 平成28 一体型 ６－３ 小中一貫教科等の設定

京都府 京都教育大学附属京都小中学校 平成15 隣接型 ４－３－２
小中一貫教科等の設定、

中学校指導内容の小学校段階への前倒し移行

大阪府 和泉市立南松尾はつが野学園 平成27 一体型 ６－３ 予定なし

和歌山県 和歌山市立伏虎義務教育学校 平成29 一体型 ４－３－２ 予定なし

広島県 府中市立府中明郷学園 平成16 一体型
教科等の特性に合
わせて区分を設定

小中一貫教科等の設定、
各教科等の内容のうち相互に関連するものの入替え

広島県 府中市立府中学園 平成16 一体型
教科等の特性に合
わせて区分を設定

小中一貫教科等の設定、
各教科等の内容のうち相互に関連するものの入替え

福岡県 八女市立上陽北汭学園 平成21 一体型 ４－３－２ 検討中

佐賀県 多久市立東原庠舎中央校 平成25 一体型 ４－３－２ 検討中

佐賀県 多久市立東原庠舎東部校 平成25 一体型 ４－３－２ 検討中

佐賀県 多久市立東原庠舎西渓校 平成25 一体型 ４－３－２ 検討中

佐賀県 玄海町立玄海みらい学園 平成29 一体型 ４－３－２ 検討中

熊本県 高森町立高森東学園義務教育学校 平成24 隣接型 ４－３－２ 検討中

大分県 大分市立碩田学園 平成21 一体型 ４－３－２ 小中一貫教科等の設定

鹿児島県 南さつま市立坊津学園 平成22 一体型 ４－３－２
小中一貫教科等の設定、

中学校指導内容の小学校段階への前倒し移行

鹿児島県 出水市立鶴荘学園 平成28 隣接型 ６－３ 小中一貫教科等の設定



平成２９年度新たに設置予定の小中一貫型小学校・中学校（併設型）

府県名 市町村数 件数

１ 北海道 4 5

２ 青森県 2 3

３ 山形県 1 1

４ 茨城県 2 16

５ 栃木県 2 3

６ 千葉県 2 2

７ 神奈川県 1 4

８ 新潟県 2 10

９ 富山県 1 2

１０ 長野県 1 4

11 静岡県 2 4

12 三重県 1 2

13 京都府 1 1

14 大阪府 1 4

15 兵庫県 2 8

16 奈良県 1 1

17 鳥取県 1 1

18 広島県 1 2

19 山口県 2 4

20 愛媛県 1 1

21 福岡県 1 1

22 長崎県 1 3

23 大分県 1 1

24 宮崎県 1 1

25 鹿児島県 1 1

26 沖縄県 1 1

計 26道府県 37市町村 86件
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６ 件数 小学校数 中学校数

１小１中 42 42 42

２小１中 23 46 23

３小１中 11 33 11

４小１中 6 24 6

５小１中 2 10 2

６小１中 2 12 2

計 86件 167校 86校

件数

施設一体型 19

施設隣接型 9

施設分離型 58

計 86件

■取組に含まれる小学校・中学校数（公立）

■施設形態の別（公立）

■私立学校における件数

県名
学校
法人数

予定
件数

施設
形態

取組に含まれる学校数

１ 東京都 1 1 一体型 １小１中

２ 長野県 1 1 一体型 １小１中

■自治体別件数（公立）



Ⅱ 小中一貫教育の推進状況・推進方針
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市区町村における小中一貫教育、小中連携教育の実施状況

回答：1749市区町村（一部事務組合を含む全市区町村） 9

14%(249)

72%(1254)

19%(341)

小中一貫教育を実施している

小中連携教育を実施している

いずれも実施していない

（複数回答）
【公立】



小中一貫教育を行っている市区町村における実施状況及び展開の予定

回答：249市区町村（小中一貫教育を行っている市区町村） 10

55%(140)

14%(30)

6%(15)

5%(12)

20%(52)

既に域内全域で実施している

現在は一部の学校で実施しているが、段階的に域内全

域での実施を予定

域内全域での実施の適否については、検討中

現在は一部の学校で実施しているが、モデル校での実

施を踏まえた後、域内全域での実施の適否を検討予定

一部の学校での実施を継続する予定

【公立】



小中一貫教育を行っていない市区町村における検討状況

回答：1500市区町村（小中一貫教育を行っていない市区町村） 11

2%(31)

10%(143)

10%(151)

20%(300)

58%(875)

平成29年度から実施予定

平成30年度以降の実施を検討中

検討に着手する予定

他市町村の導入状況を注視している

現時点で検討の予定はない

174（12%）

【公立】



小中一貫教育実施予定の市区町村における導入の形態

回答：174市区町村（平成29年度から小中一貫教育を実施予定及び平成30年度以降の実施を検討中の市区町村） 12

31%(54)

15%(26)

21%(36)

27%(47)

6%(11)

域内全域での一斉導入を予定

段階的に域内全域での導入を予定

モデル校での実施を踏まえた後、域内全域での

実施の適否を検討予定

域内の一部の学校で実施する予定

検討中・未定

【公立】



Ⅲ 義務教育学校の設置予定
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義務教育学校の年度別設置状況

※１ このうち、国立２校
※２ このうち、国立１校

14

22校

26校

25校

9校

7校

6校

2校

3校

平成28年度
（設置済み）

平成29年度

平成30年度

平成31年度

平成32年度

平成33年度

平成34年度

平成35年度以降

※１

※２ 100校

【国立・公立・私立】

※予定を含む。



義務教育学校における教育課程特例の導入状況

15

35%(35)

4%(4)

0%(0)

16%(16)

10%(10)

6%(6)

52%(52)

18%(18)

小中一貫教科等の設定

小学校段階及び中学校段階における各教科等の内容

のうち相互に関連するものの入替え

小学校段階の指導内容の中学校段階への後送り移行

中学校段階の指導内容の小学校段階への前倒し移行

小学校段階における学年間の指導内容の後送り又は

前倒し移行

中学校段階における学年間の指導内容の後送り又は

前倒し移行

現在検討中・未定

上記の実施予定はない

（複数回答）

※予定を含む。

【国立・公立・私立】

回答：100校（義務教育学校設置及び設置予定校数）



義務教育学校の学年段階の区切り
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18%(18)

57%(57)

2%(2)

1%(1)

0%(0)

0%(0)

0%(0)

2%(2)

20%(20)

６－３

４－３－２

５－４

４－５

５－２－２

３－４－２

２－３－４

教科等の特性に合わせて区分を設定

その他・検討中・未定

【国立・公立・私立】

※予定を含む。
回答：100校（義務教育学校設置及び設置予定校数）



義務教育学校の施設形態
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86%(86)

7%(7)

5%(5)

2%(2)

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

検討中・未定

【国立・公立・私立】

※予定を含む。
回答：100校（義務教育学校設置及び設置予定校数）



Ⅳ 小中一貫型小学校・中学校（併設型・連携型）の
設置予定
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併設型小学校・中学校の年度別設置状況

19

165件

88件

152件

56件

47件

11件

0件

6件

平成28年度
（設置済み）

平成29年度

平成30年度

平成31年度

平成32年度

平成33年度

平成34年度

平成35年度以降

※１

※２

※３

525件※４

※５

※６

※１ このうち、国立１件、私立４件
※２ このうち、私立２件
※３ このうち、私立１件
※４ このうち、私立１件
※５ このうち、私立１件
※６ このうち、国立１件

※予定を含む。

【国立・公立・私立】



併設型小学校・中学校における教育課程特例の導入状況

回答：584件（併設型小学校・中学校設置及び設置予定、設置検討中件数） 20

40%(231)

5%(27)

1%未満(3)

5%(31)

2%(13)

2%(13)

47%(276)

20%(119)

小中一貫教科等の設定

小学校段階及び中学校段階における各教科等の内容

のうち相互に関連するものの入替え

小学校段階の指導内容の中学校段階への後送り移行

中学校段階の指導内容の小学校段階への前倒し移行

小学校段階における学年間の指導内容の後送り又は

前倒し移行

中学校段階における学年間の指導内容の後送り又は

前倒し移行

現在検討中・未定

上記の実施予定はない

（複数回答）【国立・公立・私立】

※予定を含む。



併設型小学校・中学校の学年段階の区切り

21

33%(194)

34%(198)

1%(3)

1%(7)

1%未満(2)

1%未満(2)

0%(0)

1%(7)

29%(171)

６－３

４－３－２

５－４

４－５

５－２－２

３－４－２

２－３－４

教科特性に合わせて区分を設定

その他・検討中・未定

【国立・公立・私立】

※予定を含む。
回答：584件（併設型小学校・中学校設置及び設置予定、設置検討中件数）



併設型小学校・中学校の教職員の兼務発令

19%(113)

1%(6)

0%(0)

0%(0)

7%(39)

3%(19)

15%(87)

12%(72)

37%(215)

6%(33)

全教職員が兼務発令

校長が兼務発令

校長及び副校長、教頭が兼務発令

副校長、教頭が兼務発令

管理職以外の全教職員が兼務発令

すべての管理職と管理職以外の一部の教職員が兼務発令

管理職以外の一部の教職員が兼務発令

兼務発令は行わない

検討中・未定

その他

22

【国立・公立・私立】

※予定を含む。
回答：584件（併設型小学校・中学校設置及び設置予定、設置検討中件数）



併設型小学校・中学校の運営の仕組み

47%(272)

41%(238)

19%(109)

24%(143)

関係校を一体的にマネジメントする組織を設け，学校間の

総合調整を担う校長を定め，必要な権限を教育委員会か

ら委任しておく

学校運営協議会を関係校に合同で設置し，一体的な教育

課程の編成に関する基本的な方針を承認する手続を明

確にしておく

一体的なマネジメントを可能とする観点から，小学校と中

学校の管理職を含め全教職員を併任させる

その他・未定

23

（複数回答）【国立・公立・私立】

※予定を含む。
回答：584件（併設型小学校・中学校設置及び設置予定、設置検討中件数）



併設型小学校・中学校の施設形態

24

20%(115)

11%(66)

68%(399)

1%(4)

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

検討中・未定

【国立・公立・私立】

※予定を含む。
回答：584件（併設型小学校・中学校設置及び設置予定、設置検討中件数）



連携型小学校・中学校の年度別設置状況

25

0件

0件

1件

0件

1件

0件

0件

0件

平成28年度

平成29年度

平成30年度

平成31年度

平成32年度

平成33年度

平成34年度

平成35年度以降

2件

【国立・公立・私立】



Ⅴ 都道府県調査

26



都道府県による小中一貫教育の推進状況

9

8

25

4

1

積極的に推進

制度化を踏まえ、積極的な推進を検討

他の都道府県の取組を注視

現時点で特段の取組はない

無回答

回答：47都道府県 27

【公立】



小・中学校教員免許状の併有促進のための工夫

3

9

10

3

5

0

0

0

12

9

8

両免許状取得の推奨を地域の教員養成課程を有する大学に要請している

両免許状を有している教員を積極的に採用している

両免許状併有のための免許法認定講習を実施している

両免許状併有のための免許法認定講習を今後実施予定

両免許状併有のための認定講習等の実施を大学等に要請し、既に実施

両免許状併有のための認定講習等の実施を大学等に要請し、今後実施予定

両免許状併有のための認定講習等の実施を大学等に要請しているが、実施未定

両免許状併有のための免許法認定講習等の実施を大学等に今後要請する予定

検討中

取組はない

その他

回答：47都道府県

【その他自由記述で挙げられた主な取組】
●大学と連携して，小学校教諭の中学校英語免許取得のための講習会を実施している。
●採用試験時、複数の教員免許状所有者には加点をする制度を設け、小・中学校教員免許状の併有を促している。
●小・中学校教員免許状の取得に必要な一部の講座（生徒指導や教育相談等）については、免許法認定講習を実施している。

28

（複数回答）【公立】



小中一貫教育を推進するための人事上の工夫

30

9

4

8

4

29

5

1

6

5

小・中学校間の教職員の交流促進を定期人事異動の方針に記載

若手教員に他校種を経験させる方針を定期人事異動の方針に記載

中堅教員に他校種を経験させる方針を定期人事異動の方針に記載

管理職に他校種を経験させる方針を定期人事異動の方針に記載

小中一貫教育のコーディネーターとして教職員を加配

市区町村教委からの要望に応じて積極的に兼務発令

市区町村教委からの要望に応じて教員公募制を実施

小中一貫教育や小中連携の推進担当を配置するよう市区町村教委や学校に指導

検討中・未定

その他

【その他自由記述で挙げられた主な取組】
●小中一貫教育の推進に限らず、教育活動の活性化、教職員の資質・能力の向上及び校種間連携の推進を図るため、校種間交流に
努めている。
●小中一貫校における英語教育推進のための加配配置をしている。

29

（複数回答）

回答：47都道府県

【公立】



Ⅵ 小中一貫教育の成果と課題

～平成26年度調査との比較～

30



小中一貫教育のこれまでの取組の総合的な評価（成果）

20%(42)

76%(160)

4%(9)

0%(0)

23%(58)

76%(188)

1%(3)

0%(0)

大きな成果が認められる

成果が認められる

成果があまり認められない

ほとんど成果が認められない

H26調査

H29調査

回答：H26 211市区町村（小中一貫教育実施市区町村）
H29 249市区町村（小中一貫教育実施市区町村） 31

【公立】



32

64%

63%

55%

80%

73%

81%

67%

81%

88%

37%

61%

63%

55%

77%

71%

80%

70%

81%

92%

49%

全国学力・学習状況調査の結果が向上した

都道府県又は市町村独自の学力調査の結果が向上した

民間の標準学力検査の結果が向上した

授業が理解できると答える児童生徒が増えた

勉強が好きと答える児童生徒が増えた

学習意欲が向上した

学習に悩みを抱える児童生徒が減少した

学習習慣の定着が進んだ

学習規律・生活規律の定着が進んだ

全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果が向上した

H26調査
H29調査

小中一貫教育の成果①

※「大きな成果が認められる」、「成果が認められる」と回答した割合学習指導等【公立】

回答：H26 211市区町村（小中一貫教育実施市区町村）
H29 249市区町村（小中一貫教育実施市区町村）



33

86%

75%

70%

67%

73%

83%

71%

83%

72%

91%

89%

89%

93%

93%

85%

79%

73%

60%

76%

88%

75%

91%

76%

94%

93%

90%

96%

93%

児童生徒の学校生活への満足度が高まった

児童生徒の自己肯定感が高まった

いじめが原因である問題等が減少した

不登校が減少した

暴力行為の発生件数が減少した

児童生徒の規範意識が高まった（子供が落ち着いた）

生活リズムが改善した

児童生徒に思いやりや助け合いの気持ちが育まれた

児童生徒のコミュニケーション能力が高まった

上級生が下級生の手本となろうとする意識が高まった

下級生に上級生に対する憧れの気持ちが強まった

異校種、異学年、隣接校間の児童生徒の交流が深まった

中学校への進学に不安を覚える児童が減少した

いわゆる「中１ギャップ」が緩和された

H26調査
H29調査

小中一貫教育の成果②

※「大きな成果が認められる」、「成果が認められる」と回答した割合
【公立】 生徒指導等

回答：H26 211市区町村（小中一貫教育実施市区町村）
H29 249市区町村（小中一貫教育実施市区町村）



34

91%

93%

96%

84%

87%

93%

43%

93%

83%

82%

82%

92%

70%

60%

94%

97%

95%

86%

87%

92%

47%

91%

85%

86%

82%

98%

69%

65%

小・中学校の指導内容の系統性について教職員の理解が深まった

小・中学校の教職員間で協力して指導にあたる意識が高まった

小・中学校の教職員間で互いの良さを取り入れる意識が高まった

小・中学校の授業観や評価観の差が縮まった

教員の教科指導力の向上につながった

教員の指導方法の改善意欲が高まった

学校独自の新教科や領域の指導が充実した

小学校教職員の間で基礎学力保障の必要性に対する意識が高まった

教員の生徒指導力の向上につながった

予防的生徒指導等の取組が充実した

特別な支援を要する児童生徒へのきめ細かな指導が充実した

小・中学校共通で実践する取組が増えた

養護教諭、栄養教諭、学校事務職員などの資質能力が向上した

教職員の仕事に対する満足度が高まった

H26調査
H29調査

小中一貫教育の成果③

※「大きな成果が認められる」、「成果が認められる」と回答した割合
教職員の協働等【公立】

回答：H26 211市区町村（小中一貫教育実施市区町村）
H29 249市区町村（小中一貫教育実施市区町村）



35

37%

76%

72%

78%

46%

5%

64%

76%

74%

80%

53%

6%

同一中学校区内の小学校間の取組の差の解消につながった

保護者の学校への満足度が高まった

保護者との協働関係が強化された

地域との協働関係が強化された

校務分掌等、学校運営の効率化につながった

その他

H26調査

H29調査

小中一貫教育の成果④

※「大きな成果が認められる」、「成果が認められる」と回答した割合
その他、学校運営等

【公立】

回答：H26 211市区町村（小中一貫教育実施市区町村）
H29 249市区町村（小中一貫教育実施市区町村）



小中一貫教育のこれまでの取組の総合的な評価（課題）

3%(7)

74%(157)

20%(42)

2%(5)

3%(7)

50%(124)

43%(106)

5%(12)

大きな課題が認められる

課題が認められる

課題があまり認められない

ほとんど課題が認められない

H26調査
H29調査

36

【公立】

回答：H26 211市区町村（小中一貫教育実施市区町村）
H29 249市区町村（小中一貫教育実施市区町村）



37

63%

56%

45%

42%

12%

36%

36%

14%

12%

29%

46%

18%

43%

38%

28%

28%

11%

27%

22%

9%

11%

25%

41%

21%

9年間の系統性に配慮した指導計画の作成・教材の開発

年間行事予定の調整・共通化

小中合同の行事等における発達段階に応じた内容設定

時間割や日課表の工夫

チャイムの鳴らし方

児童生徒の人間関係が固定化しないような配慮

小学生高学年のリーダー性・主体性の育成

中学校における生徒指導上の問題の小学生への影響

転出入者への学習指導上・生徒指導上の対応

校舎間等の移動に伴う児童生徒の安全の確保

児童生徒間の交流を図る際の移動手段・移動時間の確保

同一中学校区内の小学校間の取組の差の解消

H26調査

H29調査

小中一貫教育の課題①

※「大きな課題が認められる」、「課題が認められる」と回答した割合
学習指導、生徒指導等【公立】

回答：H26 211市区町村（小中一貫教育実施市区町村）
H29 249市区町村（小中一貫教育実施市区町村）



38

77%

67%

51%

51%

34%

22%

43%

37%

76%

57%

51%

22%

37%

61%

61%

52%

34%

35%

4%

64%

53%

31%

33%

26%

16%

40%

26%

64%

49%

42%

18%

29%

41%

43%

41%

29%

21%

4%

小中の教職員間での打ち合わせ時間の確保

小中合同の研修時間の確保

小・中学校間のコーディネート機能の充実

小中の教職員間の共通認識の醸成

小中が接続する学年・区切り以外を担当する教職員の意識向上

小中の管理職間の共通認識の醸成

学校間の交流を図る際の教職員の移動手段・移動時間の確保

施設・スペース（教室、グラウンド等）の確保及び使用時間調整

教職員の負担感・多忙感の解消

教職員間での負担の不均衡

小・中学校間での負担の不均衡

兼務発令の趣旨・内容に関する教職員の理解

所有免許の関係で兼務発令を拡大できないこと

成果や課題の分析・評価手法の確立

成果・課題の可視化と関係者間での共有

必要な予算の確保

小学校費、中学校費の一体的な運用（費目の一体化等）

都道府県教委の理解・協力・支援の充実

その他（自由記述）

H26調査
H29調査

小中一貫教育の課題②

※「大きな課題が認められる」、「課題が認められる」と回答した割合教職員の負担等【公立】

回答：H26 211市区町村（小中一貫教育実施市区町村）
H29 249市区町村（小中一貫教育実施市区町村）


